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ー
質問票調査 による基礎分析 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 吉田 栄介
く 論文 要 旨〉

　本研 究 の 目的は ， 原価 企 画 を支援す る組 織能力 と， 原 価 企画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス および設計担 当 エ

ン ジニ ア の 疲弊との 関係を探索するこ とで ある．こ の 目的の た め 4社 に属 する 171 名 の 設 計担 当エ ン ジ

ニ アに対 する郵送質問票調 査を実施し，各社ごとに次の 3つ の 分析を行 っ た．

　第 1の 分 析は ，
ツ
ー

ル 類の 理解度と有効性 との 問の 相関分 析 で ある ，そ の 結果 ， 概ね導入期 の 原 価

企 画ツ
ー

ル に っ い て は 正 の 相 関関 係を確 認 したが
， その 他の 多くの ツール におい て は 同様 の 関係 は

確認され なか っ た ．

　第2の 分析で は，目標原価 の 達成・未達事例間 にお ける組織能力の 差異 を調 べ た ，続い て 第 3の 分

析は ， 原価企 画を支援する組織能力を独立変数 ，原価 企画 の 短期的パフ ォ
ーマ ン ス お よび 設計担 当

エ ン ジニ ア の バ ーン アウトを従属変数 とする重回 帰分析を行 っ た．これ ら2 っ の 分析の 結果，原価企 画

ツール よりも組織構 造お よび組織プ ロ セ ス に 関する変数の 方 が，原価企 画の アウトプットに対する影響

力が大きい ことが示 された．
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Engineers

　　　　　　　　　　　　　　　　Eisuke　Yoshida

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

　　　　 The　purpose　of 　this　paper　is　exploring 　the　relation 　of 　organizational 　capabilities 　for　target　cost

management （TCM ） to　 the　 perf｛）rmance 　 and 　 design　 engineer
’

s　 burnout，　 For　 this　 purpose，
出e

questionnaire　was 　dlstr重buted　to　171　engineers 　i臓 4companics ，

　　　　Based 　on 　the　data
，
　we 　carried 　out 　three　Imalysis ．　First

，
　we 　explored 　the　correlation 　between

the　rate 　of　use ，
　usefulness 　a級d　skill　level　of　eaoh 　TCM 　tool．　At　the　results，　it　were 　some 　sproad 　way

tools　that　we ｛bund 　out 　the　positive　correlation 　botween　the　usofUlness 　and 　the　skill 　leveL　Howevor ，　wo

could ガ t　 identify　 it　 among 皿 any 　other 　 tools．　 Seeondly
，
　 we 　 investigated　 the　 difference　 in　 TCM

capal ）ilities　between　suecess　and 　failure　projects．　At　the　results
，
　we 　found　out 　the　difference　on 　factors

relating 　to　coordination 　and 　information　sharing 　among 　depa血 lents 　or　organizations ．　The　other 　hand
，

we 　could 　hardly　identify　it　relating 　to　TCM 　tools，　Thirdly，　wo 　analyzed 　regrossion 　that　independent

variables 　 were 　TCM 　 capabilities 　 and 　 subordinate 　 variables　 were 　 the　performance　 and 　 engineer
’

s

bumout．　 At　the　results
，
　we 　identified　that　organizational 　structure 　and 　pro。。ss 　fact。rs　have　largcr

influences　than 　TCM 　tools．
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1 ． は じめ に

　今 日まで に ， 原 価企 画に関する多くの 事例研 究や郵送 質 問票 調査に基づ く実態調 査研 究が蓄積さ

れて い る
1．これらの 研 究を通 じた知 見 の 蓄積 か ら，原価 企 画を実施するた め の 前提条件 に っ い ても整

理 されて きた （Ansari　et．　al．， 1997；　Cooper・　Slagmulder， 1997；加 登 1993
，
1994；谷 1995

，
互996）．しか

しながら
， 現状で は ，こ うした原 価企 画の 成功 要因や 活動の 障害となる要因が何で あるか に つ い て の 経

験的証拠 が 十分に 蓄積 されて い るとは言 えない ，

　 そ こ で 本研 究で は ， 原価 企 画 の 成 功 要 因 として の 組 織 能力 に 焦 点を当て ，
「同じ企業 の 中で ， 同様

の 原価企 画支 援ツ ール 類を利用 しながらも， 原価企 画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス に差が生 じる の は なぜ か 」とい

うリサーチ ・クエ ス チョ ン に取り組 む ．

　 そこで まず ，
これ まで 提 唱され てきた原価 企 画 の 要件 と原価 企 画の パ フ ォ

ー
マ ン ス との 関係 につ い て，

組織 能 力概念を用い た体系 的 フ レ ーム ワークを提 示す る．続 い て ， 郵送 質問票 調査 を実施し，収集デ

ータの 分析 から， 原 価 企画 を支援 する組 織能 力 と原 価企 画 の パ フ ォ
ーマ ン ス ならび に設 計担 当エ ン ジ

ニ ア の 疲弊との 関係 に っ い て の 経験 的証拠 を得るこ とを意 図す る，

　以 上の 調 査 ・分析 を通 じて 得 られ る，
一

部の 逆機 能も視野 に入 れた 原価 企画 の 成功 要因 に 関する

経験 的証拠 は，原価企 画研 究の 理 論的発 展 に寄与するだけでなく，実務的にも意義深い と考える．

2 ． 研究 フ レー ム ワ ー クと仮説の 提示

2．1　 原価企画 を支援する組織能 力概 念の 整理

　持続的競争優位の 源泉として の 組 織能 力 は ，
90 年 代 に米 国の 戦略 論を中心 に多くの 研 究が蓄積さ

れ ， 今 日 ，
い くつ もの 類 似した概念が提 唱されて い る（Nonaka＝Takeuchi，1995；Prahalad・・Hamel ，1990；

Teece　ei　al ．
，
1997 等）．そ の 中でも ， 本研 究で は ， 楠木他 （1995）の 提示す る組織能力 の 概念に基づ き，

原価企 画を支援する組織能力 の 概念を整理する ．それ は
，
こ の 概念フ レ ーム ワークが

，
日本 の 製造企

業 の 製 品 開発 能 力を探索するこ とを 目的 とした郵送質問票調査 の 前提 として開 発され たもの であり， そ

の 操作性 か らも，本研 究 に援用しや すい と考えたためで ある．

　楠木 他 （1995）は，組 織 の 保 有 する知識 に焦 点を当て ，   知 識 ベ ース （knowledge　base），   知識 フ

レ
ーム （knowledge 　fra  e＞，   知識ダイナ ミクス （kn。wledge 　dynamics ）とい う3 っ の レ イヤ

ー
の 重なりとし

て 組織能 力を捉 えた．知識 べ 一
ス は ，特定の物理 的単位に基 づい て 区別 可能 な個別 的 知識に光を当

てるレイヤ
ー

で ある ，例として ， 個人 に体現された特定 の 機能 に っ い て の 知 識 ， 情報処 理装置 ， データ

ベ ー
ス

，
パ テ ン トな どを挙げて い る．こ の 知識 ベ ー

ス が提 供する個別 的な組織能力 が ロ
ーカル 能 力

（1。cal 　capabilities ）で ある．知 識フ レ
ーム は ，全体 として何 らか の 安定 的なパ ター

ン ない し配置形 態をも

つ 個 別知 識相 互 の リン ケージ や優 先 順位 に 関する知 識を含 んで お りJ そ うした安 定 的パ ターン を規 定

する組織構 造や戦略に注 目す るレイヤーで ある．例 として ， 複 数の 機 能 別 の 開発 グル ープ 間の リンケー

ジ
， 権限 の 配 置 ， それ らの チーム に対す る資源 配 分などを挙げて い る，こ の 知 識フ レーム から発 生する

組織 能力 がア ーキテ クチ ャ能力 （arehitectural 　oapabilities ）で ある．最後 の 知 識ダイナミクス は ，個別 知

識 間の ダイナミッ クな相 互 作用を通 じて ，知識べ 一ス 上 の 個別 知識 を統合 し，変換す るダイナ ミッ クなプ

ロ セ ス に注 目するレ イヤー
である．例 として ， 機 能別 の 開発 グル ープ 間を横 断するようなコ ミュ ニ ケーシ ョ
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質 問票調査 に よ る基礎 分析

一

ン やコ ーディネーシ ョン ，特 定の 知識 を体現 した技術者の 部 門間移 動などを挙 げて い る．こ の 知識ダイ

ナミクス が提 供する組 織 能力が ，プ ロ セス 能 力 （process　capabilities ）で ある．

　本研 究で は ， 楠 木他 （1995）の こ の 組 織 能力概 念 に 準拠 し， 原価 企 画を支援 する組織 能 力概 念 に つ

い て 独 自に整 理 する．彼らの 組織能力 の 概 念 ・定義 に全 面 的に依拠 しなか っ た の は ， 第 1 に楠木他

（1995）で は コ ス ト・マ ネジメン トの 視点があい まい であること，第2 に多くの 原価企 画に 関する先行研 究

か ら導き出され る成 功要 因の 候 補 を織り込 む 必 要 があると考えたためで ある．

　そ こで ， 本研 究で は 原価企 画 を支援する組織能力 を，原価企 画ならび に 隣接科学の先行研 究に 基

づ き ， 以下 の ように整理する
u ，第 1層 の プ ロ セ ス 能力 は ，   統 合 ，   調 整 ，   自律性とい う3 つ の 下位

概念を設 定す る．第 2層の ア
ー

キテ クチ ャ能 力 は ，  戦略との リン ケ
ージ，  トッ プ ・マ ネジメン トの サポ

ート，  マ ネジメン ト・コ ン トロ
ール ・シ ス テ ム （方針 管理 と制 約 ，進 捗 管理 とモ ニ タリン グ ， 権 限 ・責任

・調

整 ，
コ ミュ ニ ケー

シ ョン
， 業績評価 ， 教育），   そ の 他の 組織構 造 とい う4つ の 下位概 念を設 定する．第 3

層の ロ
ー

カ ル 能力 は
，   原価企 画 支 援ツ

ー
ル

，   製品 技術基 盤 ，   技術教育とい う3 つ の 下位概念 を

設定する．

2．2　概念の 操作 化 と分析手 順

　原価 企画 を支援す る組織 能力 の 測定 に 際して は，さらに表 1に示 すようなイン ディケータを設 定する．

原価 企 画 の ア ウトプ ッ トに っ い て は ， 次 の ようにイン ディケータを設定 する．原価 企 画の 短期 的パ フ ォ
ー

マ ン ス は ，   製 品 コ ン セ プ トの 実現 ，   製 品 コ ス ト，   製 品 品質 磯 能 ，   開発納 期 の それ ぞれ の 達成

に対する設 計担 当エ ン ジ ニ ア の 満足度を測 定する．設 計担 当エ ン ジ ニ ア の 疲弊は
，
バ ー

ン アウトの 概

念 （Maslach＝Jackson
，
1981

，
　 etc ．）を用 い て，  情緒的消耗感 （5問），  個人 的達成感 （6問），  脱

人格化 （6問）の マ ス ラッ ク・バ ー
ン アウト尺度 （Maslach

’
s　 Bumout 　Invent。ry： MBI ）により測定する

lii．こ

の 尺度は，ヒ ュ
ー

マ ン ・サ ービ ス 従 事者を対象にした多くの バ ーン アウト研 究 に利 用され，そ の 妥当性が

繰り返し確認されて い る，本研 究で は ，新製 品開発 に従事する設計担 当エ ン ジニ アを対象 とするため ，

田尾 一久保 （1996）も参考にして，独 自にイン ディケ
ー

タを開発 した ．

　これらのイン ディケー
タに より質問票 を構成する．そ して，設 計担 当エ ン ジ ニ ア対象の 質問票か ら収

集され たデー
タから， 次 の 3つ の 分析 をお こなう．

　第 1の 分析は
，

ツ
ー

ル 類の 利 用率お よび 理解度と有効性との 問の 相関 分析で ある
i「，これは，「同様

の 原価企 画支援ツ
ー

ル 類 の 利用 」と言 っ て も，それ を利用する設計担 当エ ン ジニ ア の ツ
ー

ル に対する

理 解 度に差 があれ ば ，
パ フ ォ

ー
マ ン ス へ の 影響にも差が生 じることが想定 されるため である．

　第 2の 分析で は ，
正 式図 の 出図に おい て 目標原価が達成できた事例と未達成に 終わ っ た事例との

間で ，原価企 画を支援する組織能力にど の ような相違が あるの かを調 べ る．

　第 3の 分析 で は ，原 価 企 画 を支援 する組 織 能 力を独 立 変数 ，
7っ の ア ウトプ ッ ト変数 （原価 企 画 の 短

期的パ フ ォ
ー

マ ン ス および 設計 担 当エ ン ジ ニ ア の バ ーン アウト）の それ ぞれ を従属変数とす る7つ の 重

回帰 分析 を実 施した （図 1参照 ），そ の 際 に は ， 個別 の 組織能力 の 影響を調 べ るとともに ，
プ ロ セ ス 能力 ，

ア
ー

キテ クチャ能力 ，
ロ ーカ ル 能力 の 3っ に 区分され る組 織能 力 の 間で ， その 効果 に特徴的な差異が

あるの か を確認す る．加 え て ，次 の 仮説 を設 定し，検 証 をおこなう．
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表 1　分析に 用 い た変数の リ ス ト

変数 下 位 変数 （インディケ
ータ）

ス タツ

　フ

エ ン ジ

ニ ア

開発

段階

パ フォ
ー

マ ン ス 製品 コ ン セ プ トの 実現 ○ ○

品質 ・機 能性 ○ ○

開発り一ドタイム O　 ’ ○

製品 コ ス ト ○ ○

バ ー
ンア ウト 情緒的な消耗 感 ○

個人的達成感 の 後退 ○

脱人格化 ○

堕
統合 購 買 ・製造 ・営業部門 お よび 関連企 業との 共通 の 目的意識 ○ 0

他部門 お よび関連企業との 情報共有 ○ ○

（調整） （コ ミュ ニ ケ
ー

シ ョ ン ） （他部 門お よび 関連企業 との 意 見の相違 ・誤解） ○ ○

（他部 門お よび 関連企業 か らの 意 見 ・情報 に よる仕 様 ・設計変更） ○

（他部門および 関連企業 との 交流が 目標原価 の 達成 に貢献） ○

（他者 との 交流時 間） ○

（設計変更頻度の 変化） ○

自律性 空間的自律性 ［R］ ○

時間的 自律性 ［R ］ ○

組織 的 干 渉 か らの 自由 ［R ］ ○

概存 の 設 計状態からの 自由 ［R1 ○

過度 の ツ
ー

ル 依存か らの 自律 ［R1 ○

ア
ー

キテ クチャ　カ
戦 略 との リン ケージ 原価 企 画活動 の 優 先順位 ○

中長期経営計顧 ・目標利益 との リン ケ
ージ ○

同社製品グル
ープ 内で の 製 品構成 の 棲み分け ○ ○

トッ プ ・マ ネジメン トの サ ポー
ト 必 要 な資 源 投 入 量 ，トッ プ マ ネジ メン トの 庇 護 ・後 援 O

特権 の 付 与 ○

MC ［方針 管 理 と制約ユ 製 品ロ ン セ プ トと設 定 目標 の 整合性 ○ ○ ○

他部 門 ［購 買 ・生産 ・
搬送 ・営業な ど，へ の 配 慮 ○ ○

複数 目標間 で の トレ
ー

ドオフ 解消の ため の 基準 の 明確さ ○ ○

目標原価 の 開発 途中で の 固定性 ［R 】 ○ ○ ○

目標 原 価 の 達成 可 能 性 ［R1 ○ ○ ○

目標原価 の 機能 別 割付の実施 O
部品 の 共通化 ・共 有化 目標の 明確 さ ○ ○ ○

MC ［進捗管理 とモ ニ タリン グ］ （モ ニ タリン グ に よる対 処 ； 資源 の 再 配分，設 定 目標 の 変更） ○

進捗 管理 ○ ○

全体 ス ケ ジ ュ
ール の 把握 ○ ○

関連する他者 の ス ケジ ュ
ー

ル の 把 握 ○

MC ［権 限 ・
責任

・
調整］ 原価 責任範 囲と管 理 ・操作可能性 の ギャ ッ プ O

目標原価 の 細分割 付時 の 調整 者 の 決定 ○

設計 者問 の 調整者 の 決定 ○

他部門間 の 調整者 の 決定 ○

（ジョ ブ ・ロ ー
ア
ー

シ ョ ン ： キ ャ リア
， 人事移動） ○

必 要 な情報 の 所在 の 明確さ ［R 】 ○

MC ［業績評価〕 （測定 ・評価 の 目的と測定単位） ○

（フ ィ
ードバ ッ クの 目的） ○

MC ［教育］ 原価企 画教育実施 の 有無 ／ 理 解度 ○

教育・
普及 の 範囲 ○

教育 の 内 容 ○

オ ン ・ザ ・ジョ ブ・トレ ー
ニ ン グ ○

その 他 の 組織構造 原価 企 画 事 務 局 設 置 の 有無 ○

（組織編成 の 変 更 ） ○

（職揚 の 物理的デザイン の 変更） ○

，役割 の 変化 ○
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ロ ーカル 能 力

ツ
ー

ル VE の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作 成 ，役 立 ち ○ ○ ○

VE 事例集 の 利用，マ ニ ュ アル 作成，役 立ち ○ ○ ○

VRP の 利用 ，
マ ニ ュ ア ル 作成 ， 役 立 ち ○ ○ ○

テア ダ ウン の 利用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○

QFD の 利用，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ 0
原 価 見 積 技 法 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○
コ ス トテ

ーブル の 利用，役立ち ○ ○

成功 ・失敗 事例集 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○
コ ス ト・ドライバ ー分析 の 利 用 ，マ ニ ュ ア ル 作成，役 立 ち ○ ○ ○

デザイン ・レ ビ ュ
ーの 利用，役立ち ○ ○

新生産技術 ・工 程 設 計の採用 ，役 立 ち ○ ○

デザイ ン ・イン の 利 用 ，役 立 ち ○ ○

協力企業 へ の 原価低減要請，役 立 ち ○ ○

そ の 他 の ツール の利用 ，役 立 ち ○ ○ ○

［コ ス トテーブル ］原価 費目 ○

企 画段階で 利 用 可 能なテ
ーブル の 作成 0

構想段階で 利 用可能なテ
ーブル の 作成 O

設 計 段 階で 利 用 可 能 な テーブル の 作成 　　　　　　　　　、 ○

競合他社製品 の テーブル の 作成 ○

協力会社か らの 購入 部品の テーブ ル の 作成 ○

海 外 生 産 の 購入 部 品 の テープ ル の 作成 ○

標準化 ・共 通化 ○

メイン テナ ン ス の頻度 ○

製品 技術基盤 関連技術 開 発 の 歴 史 の 長 さ ○

資金投入量 ○

人的資源投 入量 ○

保有する 特許 上 の 優位 ○

3DCAD の 活用 ○

製造面 の 優位性 ○

販売面 の 優位性 ○

協力 会社の 高 い 技術力 ○

3DCAD とデ
ー

タベ ー
ス との 連結 ○

技術・市場 動向の 収集 ○

技術教育 ツー
ル 類 の た め の 教育 ○

生 産を考慮 した 設計 の ため の 教育 ○

リサイ クル を考慮した 設計 の た め の 教育 ○

原価企 画関連技術 の ため の 教育 ○

3DCAD など新情報技術 の ための 教育 ○

コ ン トロー
ル 変数

製品 タイプ 製品 の 技術的特徴 Q
製品を投入する市場 の 特徴 0
製品 の 開発期 間 o
設 計 者数 ○

設計者 の キャ リア 設 計 者 の キャ リア O
原 価 企 画 の 対 象範 囲 ○ Q
（1）MC ：マ ネジメン ト

・
コ ン トロ ー

ル
・
シ ス テム

（2）O をつ けた項 目 は 操作定義 で は なく，関 連 す る 質問 項 目 で あ る．
（3）［R 】をつ けた質問項 目は ， 逆転ス ケール を用い てい る．
（4 ）原価企画担 当部署用 ， 設計担 当エ ン ジニ ア 用 の それ ぞれ の 質 問票における設問の 有無 ， 開発段 階別 の 設問 の

　 有無 に つ い て ○印をつ け た．
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2．3　仮 説の 提 示

　楠木他 （1995）は 、開発 効率 と製品 品 質とい う製品 開発 パ フ ォ
ーマ ン ス に 対 して プ ロ セ ス能 力 が 強 い

正 の 効果 をもっ てお り，
ロ
ーカ ル 能力 とア ーキテクチャ能 力 の 影 響 は 限定 的で あるこ とを示した ．しか し

ながら， 楠木他 （1995）の 調査 にお けるn 一カ ル 能 力 の イン ディケータは網羅 的で あるとはい えない ．例

えば経 営工 学 の 領 域で はVE ，　QFD ，テ ア ・ダウン などの 手 法，管 理 会 計学の 領 域 におい て も原価 見

積技法 ，

コ ス ト・ドライバ ー
分析など製品開発パ フ ォ

ー
マ ン ス に貢献すると考えられて い る数々 の ツール

がある．それ でも尚，これ まで の 原価企 画 研 究の 組織 的側 面 お よび 組織能力 の 先行 研 究か ら，
ロ
ー

カ

ル 能力 として の ツ
ー

ル 類よりも，そ れ らをポテ ン シ ャ ル として活 用 し，関連する他者を巻き込 ん だ原価企

画の ダイナミックなプロ セ ス の 方が
， 製品 開発 の 成果に大きく影響するこ とが想定される．

　そ こ で楠 木他 （1995）の 調査 にお ける開発 効率 と製 品品 質を製品 コ ス ト・品質，開発 リードタイム に置

き換 えると， 次 の 仮説 が演繹 される
V ，

仮 説 1a ： 原価 企 画を支援す るプ ロ セ ス 能力 は ， 製 品 コ ス ト・品質 ， 開esり・一ドタイム に対 して

　　　　 正 の 効果がある．

仮説 1b ： 原価企 画を支援するプ ロ セ ス 能力の 製 品コ ス ト・品質，開発 り一ドタイム に対する

　　　　 正 の 効果は ， 他の 2っ の 組織能力 に比 べ て 顕著である．

　また J 原 価企 画は 製品 開発 パ フ ォ
ーマ ン ス へ の 貢献 が期待され る

一
方で

， 同 時に さまざまな逆機能

が生じうるこ とも指 摘されて きた．こ の 調査 で は ，そ れ らの 逆機 能の うちでもより重要 と考える 「設 計担 当

エ ン ジ ニ ア の 疲 弊 」を取りあげる．設 計 担 当 エ ン ジニ ア の 疲弊 は ，さまざまな厳しい 制約 の 下 で 開発 業

務 の しわよせ が起こりやすい ため ，
バ ーン ア ウトが生じて い ることが予想 され てきた．さらに ， Shields　et　al．

（2000）は ，ある 日本の 自動 車メ
ー

カ
ー

の 設 計担 当エ ンジ ニ ア を対 象に した 調査 で
，
タイトな 目標原価 の

設 定と目標達 成 に対する報酬 が少ない とい う状況 要因が ，ス トレス を生 み ，ス トレ ス が強い ほ どパ フ ォ
ー

マ ン ス は 落ちるとい う関係 が存在 して い ることを明 らか に した，そ こ で ， Shields　et　al．（2000）が調 査した変

数以 外にも ， 原価企 画 活動 を支援する何 らかの 組織 能 力の 不備 ・欠 落がバ ーン アウトを生 じさせ る こと

が仮定できる．

仮説 2 ： 原価 企 画を支援 する組織能 力は ，エ ン ジ ニ アの 疲弊に 対して 負の効 果 をもつ ．

図 1　 分析 フ レ
ーム ワ

ーク

短期 的パ フ ォ
ーマ ン ス

バ ーン アウト

仮説 1

仮説 2
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3 ．　 質問票調査 の 概要

3．1 デー タ収 集 とサ ン プル

　調査 デー
タは ， 業種 や原 価企画 の 整 備状況の 異なる 日本の 製造企 業4社に対する郵送質 問票に よ

り収集した．質問票 は 1999 年 7
，
8月 に郵送し，

3週 間前後の 回収期 間を設けた．

　質問票 の 回答 者 は 設計 担 当エ ン ジニ アで ある．各社 に対して 質問票 60 通 （目標 原価達成事例 と未

達 事例用 の 各 30 通 ）を送 付 し ， 171 名 より回答 があっ た （表 2参 照 〉．また，各社 の 各事業 に おける原

価 企画 担当部署 に対して ，原 価 企画 の 実施状 況 に関す る質問票 へ の 回答を依 頼し，そ の 全 てを回収

した，

　　　　　　　　　　　　　表 2 　 調 査 対象企 業 と質 問票 の 回 収状 況

事 業 会 社番号 目標原価達成 事例 （N ）　 目標原価未達事例 （N ＞ 総数（N ）

自動 車部 品 1 20 20 40

プラン ト
2 25 20 45

3 29 22 51

住宅 4 18 17 35

3．・2　調 査対 象企 業の 原 価 企 画 の 特徴

　分析に入 る前 に ， 調査 対象企 業4社それ ぞれ の 原価企 画の 普及・教育状況 に っ い て，原価企画 担

当部 署に対 する質 問票 に基 づ い て 整理 する（表 3参 照 ）．各社 に は，リサ ーチ ・クエ ス チ ョン との 関連か

ら， 原価 企 画支援ツール 類 の 実 践状 況を反 映した呼称 をっ けた．

　まずマ ル チツ ール （Multi−tool）社は ， 原価 企 画 の 実施年 数 が長く， その 範囲に つ い ても ， 関連する

全 部 門を巻き込ん だ 活 動を ， 組 織 的に継 続 して 実 践して い る．教 育内容 も，原 価企 画の 基本 理 念か ら

手 続きおよび 関連ツ ール 類に っ い て網 羅 的 に 実施 してい る．また，原価 企 画 部を設置し ， 必 要なツ ー

ル に つ い ては ，
マ ニ ュ ア ル を整備するなど， 体系的に普及 ・教育をして い る，さらに利用するツ

ール 類は ，

VE
，
　VE 事例集 ，

コ ス トテ ーブ ル とい っ た代表的なもの だけで なく， 多くの ツール を利 用し て い る．

　続 い て ベ ーシ ッ ク・ツ ール ズ （Basic　Tools）社も ， 原価 企画 の 実施 年数 が長 く，組 織 的に継 続 して 実

践して い る．但 し ， 関連する他 部門 の 原 価企 画 へ の 巻き込み は展 開途 上で ある．教育に つ いても， ツ
ー

ル 類 の 教育が 中心 となり，基本理念 の 浸透 には 注力して い な い 、代表 的なツ ール 類 の 利用 率 は 高い が
，

マ ル チツ ール 社 に 比 べ ると， 普及 ・利 用 に努 めて い るツ
ール 類 の 種 類 は 少ない ．

　次はリトル ・ツール ズ （Little　To。ls）社である．こ の 会社 で は 5年 前 に原価 企画 を導入 し， 組織 的に継

続 して実践して い る，そ の キ ャ リアはそ れ ほ ど長 くなく，関連す る他 部門の 原 価企 画 へ の 巻き込 み は 十

分 とはい えな い ．一方 ，原価 企 画 教育に っ い て は，その 基 本 理 念か ら手続 きお よび ツール 類 に つ い て

網羅的に実施されて い る．特徴的なこ とは ，
VE

，
　VE 事例集 ，

コ ス トテ ーブル とい っ た代表的なツ
ー

ル

類の 利 用 率が低く，これ らの ツール 類 の 普及 ・整備 にもそれ ほ ど注力 して い ない ．

　最後は VE （Value　 Engineering）社 である．こ の 会 社で は，原 価 企 画 と呼 べ るほ どの 原価 管理 や組織

的展 開はな され て い ない ．4 社 の 中で は ， もっ とも初期 段 階の 原価企 画 ， も しくは 原 価企 画 未導 入 の 会

社とい える．一方 で
，
VE に つ い て は マ ニ ュ ア ル を作成 して普 及 に努 め て お り，　VE ，

　QFD ，コ ス トテ
ーブ

ル
， デザイン ・レ ビ ュ

ーの 利 用率 は 高い ．
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表 3　 分 析対 象企 業 の 原 価企 画の 特徴
Vi

会社番号 1 2 3 4

仮名
マ ル チツ

ール

　 　 社

べ 一
シ ッ ク・

ツ ール ズ 社

　リトル ・

ツー ル ズ 社
VE 社

原価企 画の 実施年数 20年以 上 30 年 5年

原価企画教育 ・普及 の 範囲 関係部門全 体 設 計部門中心 設計部門中心

原価企 画教育の 内容 網羅 的 部分的 網羅的

代表 的ツール の 利 用 率 高 高 低 高

ツ
ー

ル 教育の 特徴 体系的 体系 的 部分 的 部分的

4 ． 分析結果 と仮説検証

4．1　 ツ ー ル の 有効性 と理 解度 との 相 関関係

　 3つ の 分析とも調査 データの 分析は ，各社ごとに行 っ た，

　まずツ
ール の 有効性 と理 解度との 相関関係を調 べ たの が第 1の 分析 で ある．その 結果 の

一
部 として ，

マ ル チ ・ツール 社 にお けるツ
ール の有効性と理 解度との Pearsonの 相関係数を表 4に 示した、マ ル チ ・

ツ ール 社で は ， 多くの ツー
ル にお い て 5 ％ 水 準で 有意な正 の 相関 関係を確認するこ とは できなか っ た，

そうした正 の 相 関 関係 が確認 で きた の は ，
バ ラエ テ ィ

・リダクシ ョ ン
・プ ロ グラム （構想 J 設 計段 階とも），

コ

ス トテ
ーブル （構想 段 階）お よび QFD （設計 段階 ）の み で ある

Ui，

表 4 　 ツ
ー

ル の 有効性 と理解度 との 相関関係 （マ ル チ ツ
ー

ル 社）

構想段階 設計段階

相関係数 N 相関係数　　　　N
VE 一，085 26 ，042 28

バ ラエ ティ
・リダクシ ョン ・

　 プロ グラム （VRP ）
，850 串麟 15 ，655 ホ ＊ 16

テア ・ダウン 279 16 ．012 18

QFD ．391 25 ．454 ＊ 27

原価見積技法 ，233 20 ．339 21
コ ス トテーブル 、435 ＊ 26 ．249 29

過 去 の 事例集 ．343 25 ．407 26
コ ス ト・ドライバ ー分析 418 12 ．403 17

デザ イン
・
レ ビュ

ー ，347 29 ．258 35

新生 産技術 の 採用 ．215 21 ．341 27
新 工 程設計 の 採用 205 21 ．107 27

＊＊＊pく0．OOI；
＊＊p＜O．01；　＊p＜0．05 欠損値 をもつ 標本は ペ ア ・ワイズ に排除され てい る．

バ ラエ テ ィ
・リダクシ ョ ン ・プ ロ グラム は 「製品シ リ

ーズ間や関連する製晶間 で ，部品 の 共

通化な どをすす め ，製 品バ ラエ テ ィ
ー

を体系的 に 統合するた め に ，コ ス ト構 造 と原価 作

用因 を 関連 づ け，コ ス ト低減をはか る仕組 み 」で あると質問票 に お い て 定義 ．

　その 他 の 3企 業 における相 関分析 の 結果 の 概要 は次 の とお りで ある．導入 期の 原価企 画支援ツー

ル に つ い て は ， そ の ツ ール に 対す る理解度 と原価 低 減 へ の 有効 性 との 間に 正 の 相 関 関係 が確 認で き

るが ，そ の 他 の 多くの ツー ル に お い て は ，そ うした関係 を見い だ すこ とはで きなか っ た ．そ の 理 由として ，

  理 解度 以外 に，利用 容易性な ど他 の 要 因が影響 する可 能性，  長年 の 利用で 原価低減余地 が少

なくなると，十分 に習 熟して い て もパ フ ォ
ー

マ ン ス には 結び つ きにくくなる可能性 などが考 えられる ．
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ー質問票調査 に よる基礎 分析一

　4社の 分析を総合する と
， まだ利 用 率 の 低い 導入 期にあると考えられる ツー

ル で は
， 理解度と有効性

との 間に 正 の 相関 関係が確 認で きた が
，
そ の 他 の 多くの ツ ール で は ， そうした関係 はそれ ほ ど確 認で き

なか っ た．例外的 には ，コ ス トテ
ーブル （構想段 階）とデザイン ・レ ビ ュ

ー （構 想 ， 設計段 階とも〉は ， ともに

4社 中3社 に おい て 5％ 水準で 有 意な正 の 相 関 関係が確 認され た ，

4，2　目標 原 価 達 成事例 と未 達 事例 の 差

　続い て ， 第2の 分析 で は ，正 式 図の 出図にお ける 目標 原価 達成事例 と未 達事 例 の 間で原 価 企 画を

支援 する組織能 力 に どの ような差異がある の か を調 べ た ．部分 的に サ ン プ ル 数が 少な い た め に，

Wilcoxonの 順位 和検定を実施 した ．

表 5　 目標原価達成事例 と未 遼事例 間 の 差 異 （マ ル チ ツ
ー

ル社 ）

目標 原 価達成事 例 目標 原価 未達 事 例

平均値　 標準僞差　　N 平均値　 標 準偏差 NWilcoxon　 W

バ ラエ テ ィ
・リダ クシ ョ ン ・

プ ロ グラム （構想段階） 鑼靆鼕 0，94 102 ．60 0．89 5 21．0寧

L

バ ラエ ティ
・リダクシ ョン

・

プ ロ グ ラム （設 欝段階）

　 　 　 騫

獵灘鼕
1．12 92 ．43 1，13 7 38．5＊

原価 見 積技法 （構想段 階）
謹　．で＿
　 　 　 灘

茸 0，99 102 ，70 0．95 1074 ．50 ＊

原 価 見 積技 法 （設 計段 階）
←　　占　o0 ．77 112 ．90 0．99 1077 ．50察

コ ス トテ
ーブル （構想 段 階）

冨
戀 0．83 143 ．00 0，95 12125 ．0 ホ

製 品 コ ン セ プトと設 計 艮標 の

　　整合性 （設計段 階） 覊灘　 　 0，90
妻

193 ．00 0．92 203085 榊

A
目 標原価水 準 の 固定性 （設 計段階） 霧i簸購

轗 1，19 19L85 O．93 20304 、0 宰

日標原価 の 達成可 能性 （設 計段階） 1．01 191 ．05 1．oo 20309 ，0＊

営業部門 か らの 意見 ・情報 による

　仕様 ・設計変更 （構想段階） 欝’　山　‘、、乙． LO1 171 ．71 O．69 17233 ．Oホ

P
営業部 門 か らの 意 見 ・情報 に よる

　仕様 ・設 計変更 （設計段階）

・鞨．・思冲・冊此もヒ・

　　雛 毳 1，10 181 ．74 0．73 19291 つ＊

空間的 自律性
’
　 　 1．25 20L20 1．11 203305 ＊

時間的自律 性
  犠 1」

　
1「

F 冥
，　 　 1．OO 200 ，90 0．85 20340 ．0 ホ

製品コ ンセプ トの 実現に対する満 足
’
　 0．52 20355 1．00 20335 ，0 ＊

0 開発 り一ドタイムに 対す る満足
｛
　 　 0．93 202 ，60 1．10 203135 ＊＊

製品コ ストに 対す る満足 1．04 202 ，30 0．92 20278 ．0 ＊ ＊ ＊

＊＊＊pくα001 ；
＊＊p＜O．Ol；＊p＜ 0．05．欠 損値をもつ 標 本は ペ ア ・ワイズに排除され て い る．

L ：ロ ーカル 能力，A ：アーキテ クチ ャ 能力，P ：プ ロ セ ス 能力，0 ：ア ウトプッ ト，

す べ て の イン デ ィケータは ，
5点リッ カ

ート・ス ケ
ール により測定 ．L はツ

ー
ル の 有効性 を測 定 （尺 度 の 詳

細は脚注 加 参照 ），以 下 ， 特 に断 りの な い 限 り，rl 全 くそ の ような ことはな い 」か ら「5 全 くそ の とおり」の 5
点尺 度，「目標原価 水準の 固定性 」は 「目標原 価 の 水 準が 開発 プ ロ セ ス の 途 中で変 更され ることがありま

したか 」とい う質 問に対して 「1 全 く変 更 はなか っ た 」か ら「5 極め て 頻繁に変 更した 」の 5点 尺 度を逆 転さ

せ た ．「目標原価 の 達成 可 能性」は ，「当初設 定 された 目標原価 の 水 準はど の 程度で したか 」とい う質 問

に対して 「1 既存の 技 術水準で 達成 可 能な水準 」か ら「3 努力す れ ば達成 可能な水準 」，
「5 相 当の 発

想転換が必 要な水準」の 5点尺 度を逆転させ た．「空 間的 自律性 」は 「自分の 作業 に集 中す るた めに ， より

他者と離れた空間 レ イ ア ウトが 望ま しい と感じて い た」，「時 間 的 自律性 」は 「本来 業務以外 の ことに時 間を

費やして しまうた め 時 間が不 足 するこ とが 多か っ た 」とい う質 問により測 定 ．

0 は ， それ ぞれ の パ フ ォ
ーマ ン ス に対 する満 足度を ，

「1 か なり不満 である」か ら「5 非常 に満 足 して い

る dの 5点尺 度を用 い て測 定．

逆 尺度 の イン デ ィケータは順尺 度 に修 正 済み ．各イ ン ディケ
ー

タに っ い て ， 得点 の 高 い 方 に網掛けをし

た ．
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　表 5は ， 設 計担 当エ ン ジニ ア を対象にした質 問票 の すべ て の イン ディケ
ー

タにつ い て ，
マ ル チ ツー

ル

社の 目標 原 価達成 ・未達事例 間 の 差異を分析した結果で ある．分析 の 結果 J5
％ 水 準で 有 意差 が認

め られた項 目の み を示 した．

　そ の 他の 企業の そ れぞれ に おい て ，目標原価達成
・未 達 事 例 間で 差異 が確 認 され たの は ，

ツール

の 有効性 に つ い ては ，

べ 一シ ッ ク
・ツ ール ズ 社 に お けるコ ス トテ ーブ ル （構想 段 階 ）の みで ある

価 ．ツ ー

ル 以外 の ア ーキテ クチ ャ能 力 および プ ロ セ ス 能 力の イン ディケ
ー

タで は ，

べ 一シ ッ ク・ツ ー
ル ズ 社にお い

て 「製造 部 門との 交流が 目標 原 価 達成に貢 献 （設 計段 階）亅，「サプ ライヤーとの 交流が 目標原 価達成

に貢 献 （設計段階）」JVE 社におい て 「部 品共 通化 目標 の 明確さ（構想，設 計段 階とも）」，
「生産 ， 物 流

部 門配慮の ため の 指示 亅，「営業部 門との 交 流が 目標原 価達成に貢献 （設 計段 階）」とい うイン ディケ
ー

タに お い て ，目標原価達成 事 例 に優位な差異が確認 され た ．また，VE 社 にお い て 「サプ ライヤーとの

意見 の 相 違 （設 計段 階）1とい うイン ディケー
タは未達事 例 に優位な差異を示 した ．

以上 の 結果を総合すると，部門
・プ ロ ジェ クト・組織間で の 調整 ・情報共 有に 関するイン ディケータに

つ い て ， 全社に 共通して ， 目標原価達成事 例に優位な差異が確認 されたとい える．

4．3　原 価企画 を支援す る組 織能 力 とア ウ トプ ッ トとの 関 係

　第 3の 分析 として ， 原価 企画 を支援 す る組 織 能 力 を独 立変数 ， アウトプ ッ トを従 属 変数 とした重 回帰

分析をおこなっ た，第2 の 分析で は ，す べ て の イ ン ディケータに っ い て 目標 原価達成・未達事例問の 差

異を分析 した が ，ここ で は ，重 回 帰分 析 に先 立 ち，組 織 能力 変数 とバ ーン アウト変数 に つ い ては ，主 成

分分析を行い ，そ の結果集約 された 変数 を用い る
iX
（表 6参照）．

　 そ の 結果 ，4社の 間 に共 通す る因果 関係 は確認 されなか っ た．すな わち，原 価企 画の 成功要 因とし

て 何らか の 組織能力を特定す るには至 らなか っ た．

　しか しなが ら，原価企 画を支援する3っ の 組織能力 間で は
，
ア ウトプ ッ トへ の 影響の 大きさに差がある

ことが確 認 された ，これ に っ い ては ，仮説検証 を通 じて 検討を加 える．

4．3．1 仮説 1a の検 証

　 順 価 企 画を支援す るプ ロ セ ス 能力 は ，製 品 コ ス ト・品質 ， 開発リードタイム に対 して正 の 効 果があるj

とい う仮説 は ，
「部 分 的 に」支持 される．「部 分 的」とは ，

ベ ーシ ッ ク・ツ ール ズ 社以 外 の 3社 におい て 「杜

外連 携 1変数 が パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 に対 して負 の 効 果 を示 すこ とがあ っ たため ，「正 の 効果 」だ けとは

言 い 難い ．

4．3，2　仮説 1b の検証

　 「原価 企 画を支援 するプ ロ セ ス 能力 の 製 品 コ ス ト・品質 ， 開発 リ
ードタイム に対す る正 の 効 果は ， 他 の

2つ の 組織 能力 に 比 べ て顕 著で ある」とい う仮説 にも修 正 が必 要 である ，3っ の 組織 能力 間の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 へ の 影 響 力を比 較す ると， 原 価 企 画を支 援す る 「プ ロ セ ス 能 力とア ーキテクチャ 能力 」の 製

品 コ ス ト・品質，開発 リードタイム に対 する正 の 効 果 が
，

「ロ
ーカ ル 能 力」に比 べ て 顕著で あるとい う結果

が得られ た．

4．3，3　仮説 2 の 検 証

　 「原価企 画を支援する組 織 能力 は J
エ ン ジニ ア の 疲 弊 に対 して負 の 効果 をもつ 」とい う仮説も仮 説 1a

同様に概ね 支持される．しか しなが ら，例 外 として ，リトル ・ツ ール ズ 社で は 「設 計 方針 の 明確 さ
xi

」が 「情
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緒的消耗感」に，VE 社で は 「部門間移動を通じた 学kY　xii」が 「脱人格化」に対して 正 の 効果を示した ．

表 6　 重 回帰 分析結果 ： 原 価企 画 を支援す る組織能力 とア ウ トプ ッ ト （マ ル チ ツ
ー

ル社 ）

パ フ オ
ー

マ ン ス バ ーン ア ウト

製 品 コ ンセプ ト

　 の 実現

製 品 品 質 ・

機能性
開発リ

ー
ドタイム 製品コスト

情 緒 的

消耗感

個 人 的 達 成 感

　 の 喪失
脱人格化

β　　 t β t β t β t β　　 t β　　 t β　　 t

社 内統合 0．302 ．744

社 外連携 0．512 ，84 艸 ．0、25 一2．70零

P 独立性 と

自由度
0．583 ，92 ＊ ＊ ＊ 0504 ．37 零 ＊ 串 一〇．54 ・2．88 糊

過度 ツ
ー

ル依存

か らの 自律
一〇．62 ・4．36 舛 ＊ 一〇．54 一3 ，01 艸

設 計上 の 制約 o，522 ．92 林

目標原価設定

と達成の ため

の 情報活用

0．472 ．46 零 0262 ．69 串

A 製品 コンセプトと

設 定 目標の

　 整合性

0，412 ，67 ＊ 0．404 ，15＊稗

スケシヨー
ルの

　 把握
0383 ．88 宰牌

VE 事例集，
　 　 FD

L
設計事例集，
デザイン ・レビュ

ー 0412 ．67 ホ 0，282 ，89 串

VE ・0．37 一2 ，61ホ

コ ス トテーブル 0．502 ．67 癖

A 〔加 st　R −square0 ．18 0．32 0，66 0，83 〔｝、30 O．55 O，26

F 6．07 ＊ 6．52榊 12．38牢畔 17、03＊＊＊ 5．82 ＊ ＊ 15．02＊ ＊ ＊ 9．07寧 窄

　＊＊＊p＜O．OOI；＊＊p＜O．Ol；＊p〈0．05．ス テッ プ ワイズ法．ステッ プワイズ の た めの 投入 基準はF ＝ 2を適用した ．複数
の モ デル の 選 択 に 当た っ て は ，独 立 変数 の 有 意水 準 がす べ て5 ％ を越えない 範 囲 で 構成 されるものを採 用し た．

　βは 標準化係数，tは t値 ，　P ：プロ セス 能力，　A ：ア
ー

キテクチ ャ能力，L ：u 一
カル 能力．

　 「社内 統合」次 元は ， 社 内 の 「共 通 の 目的意識」と「情報共 有」イン ディケ
ー

タが高 い 因子 負荷量 を示 した 因子

で ある．表 1に示した 5つ の 自律性 イン デ ィケ
ー

タの 主成分分析 の結果 ， 表 1の先 の 4 つ の イン ディケ
ー

タが高 い 因

子 負荷量を示 した第 1因子 「独 立性と自由度」と， 第 2因子 「過度 の ツ
ー

ル 依存か らの 自律」が 抽出され た．ア ーキ

テクチ ャ能 力イン ディケ
ー

タの 因子 分 析 の 結 果 ， 抽 出され た第 1因子 「設計 上 の 制約 」は，「他部 門へ の 配慮」，

「目標原 価 の 達成 可 能性 （
一

）」，「複数 月標 間 で の トレ ードオ フ 解 消の た め の 基 準 の 明確 さ」，第2 因子 「目標 原

価設 定と達成 の た め の 情報活用 」は ，
「必 要な情報 の 所在の 明確 さ」と「目標原価 の 開発途 中で の 固定性」が相

対的に高い 因子負荷量 を示 した ，

4．3．4　その他 の発 見事実

　本調査 を通じ て は ， 仮説 検証 以 外 にもい くつ か の 示 唆に 富む発 見事実があっ た ，

　第 1に，パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 間の トレ
ー

ドオ フ である，表 6 にお ける「社外連携」の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数

へ の 影 響を見ると，「製品 品質 ・機能性 」に対して は正 の 効果を示 す
一方 で ，「製品 コ ス ト」に対して は負

の 効 果 を示 して い る、リトル ・ツ ー
ル ズ 社 で も「社 外 連 携」が 「開発 り一ドタイ ム 」に 正 ，「製品 コ ス ト」に負

の 効果 を示した
XU ：，こ の 結 果 の 解釈 として は ，   製 品 開発 業 務 に 常に っ きまとう複数 目標 間の トレ ード

オフ が顕在 化 した結 果 ，   サプライヤー企 業に とっ て の 情 報 共有 は，アセ ン ブラ
ー

に対するコ ス ト構造

の 透 明化 を招 くこと，   Win −Win 関係 の 構 築 は ，
ア セ ン ブラーか らサプライヤー へ の 過度の 原価 低減
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圧力 を減少 させ
， 短期 的 に はア セ ン ブラ

ーの コ ス ト目標 にネガテ ィブな影響 を与 えるこ とな どが考えられ

る．

　第 2に ，
パ フ ォ

ーマ ン ス 変数 とバ ーン アウト変数 間の トレ ードオ フ で あ る．リトル ・ツー
ル ズ 社にお い て ，

「設計方針の 明確さ」が f製品コ ス ト」および 「情緒的消耗感」の 双 方 に対して 正 の 効果を示した ．

　第 3に ，「手 法依存症候群」（加 登
，
1998）の 兆候を示 す変数が，「個人 的 達成感 の 喪失」および 「脱

人格化」に対して 正 の 効果を示 したXiv．

　第 4に ，「製品 コ ン セ プトの 実現 」を従属 変数 とした 回帰分析 の 調整 済決定係数を 4社間で 比 較する

と
， 興 味深 い 傾 向を示した．それは ， 原価企 画 体制が相対 的に整備 されて い る2社では 低く（マ ル チ ツ

ール 社 は 0．18，ベ ーシ ッ ク
・
ツ
ー

ル ズ 社 は 回 帰式 を導 出できず ）， 整備 状 況 の 相 対 的に低 い 2社で は高

い （リトル ・ツール ズ 社で は 0．50，VE 社 では 0．35）とい う傾向 であっ た．こうした傾向は ， 調査 対象 企 業

にお ける現状で は ， 原価企 画 を支援する組織能 力 が ， 製品 コ ン セ プトの 実現に対して は J 他 の パ フ ォ
ー

マ ン ス 変数 に 対 する よりも弱い 影 響し か 持たな い 可能性 を示 唆 して い る ．

　第 5に，原 価企 画を支援するプ ロ セ ス 能力 とアーキテクチャ能力 の 影 響力 が ，ロ ーカ ル 能力よりも大き

い とい う傾 向は ，原 価企画 の パ フォ
ー

マ ン ス 変数に対 して だけで なく，バ ー
ン アウト変数に つ い ても同様

であっ た，

5 ． むすび

　本研 究で は 「同じ企 業の 中で
， 同様の 原価企 画支援ツ ール 類を利用しながらも ， 原価企 画の パ フ ォ

ーマ ン ス に差 が 生じるの はなぜ か 」とい うリサーチ ・クエ ス チ ョ ン に取 り組 む べ く，製 造企 業 4 社 に対す る

質閙票調 査 に基づ き，3つ の 分析 を実施した．

　第 1の 分析 はツ ール の 理解 度と有 効性 の 相 関分析 で あっ た ．続 く， 第 2 の 分析で は ， 目標 原価 達成 ・

未達事例間で の 組織能力の 相違を分 析した．以 上 の 2 っ の 分析 結果とその 解釈は次の 3点に集約さ

れる ，第 1に
， 導入 期に あるツ ール の 有効性 と理 解度に は正 の 相関関係 がある．第2 に ， 目標原 価達

成 ・未達事例間で は ，ツ
ー

ル の 有効 性 の 差 異はそれ ほど確 認 で きなか っ た ，但 し，構想 段 階で 利用 可

能 なコ ス トテ
ーブル の 有効性 に っ い て は ，目標 原価 達成事例 に優 位 な差 異 が確 認 できた ．第 3に ，目

標原価達成 ・未達事例間で 差異が 多く確 認 されたの は，「源流管理 」と「部 門 間，プロ ジ ェ クト間，組織

間で の 調 整お よび情報 共有 」に 関す る組織能 力で あっ た．回 帰分析 の 結果からは ，4 社 に共通す る原

価 企 画 の 成 功 要 因として の 組 織 能 力 を特 定す るこ とは できなか っ たが ，
こ の 2 つ の 変数 は原 価 企 画 の

成功要因の 有 力な候 補でありJ 今 後 の 追加 的調査 ・分 析が必 要で あろう．

　続い て 第 3の 分 析 の 結果か ら， 原価 企画 の パ フ ォ
ーマ ン ス およびバ ーン アウトへ の 影 響は ，

ツール 類

の 整備よりも原価企 画 活動を支援する組 織構造 お よび 組 織プ ロ セ ス の 方が大きい こ とを確認 した ，

　しか しながら，そ の
一

方で ，個別 の 組織能力変数が ，アウトプ ッ ト変数に 対して 正 負双 方 の 影響力 を

示す など ， 組 織 内部 および組 織ネ ッ トワー
クにお ける様 々 なトレ ードオフ の 存在も浮き彫 りになっ た，こう

した トレ ードオ フ の 中で も，とりわ け，調査 対象企 業 4社の うち3社に お い て
，

「杜外 連携」変数が原価企

画 の パ フ ォ
ー

マ ン ス に対 して負の 効 果を示 した こ とが特徴的で ある．こ の 発 見事実に対 して若干 の 解釈

を加 えたが，組 織 間 コ ス トマ ネジメン トに 関する重 要なイシ ュ
ー

として ，追加 的調 査 が 必 要で ある．

　また ，
こうしたトレ

ー
ドオ フの 存在は ， 原 価企 画 の 普遍 的な 成功 要 因 を特 定する こ との 困難さを示 す

一方で
， 原価企 画の 支援体制 に は 全体シ ス テ ム とし て の 総合力が 重要 で あるこ とを示唆して い る．

　 さらには J 手 法依 存 症候 群 の 兆候 が ， 設 計担 当 エ ン ジ ニ ア の 疲 弊 に結 び つ くとい う逆機 能 現象 を確
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原価 企 画 活 動 を 支援 する組織 能カ
ー質問 票調査 に よる基礎 分析 一

認 した，

　最後の 分析結果として
， 他の パ フ ォ

ーマ ン ス 変数に比 ぺ て 「製品 コ ン セ プトの 実現 」に対する原 価企

画 を支援する組 織能力 の 説 明 力 が 低い 可 能性 を示 唆した ，調査対象企 業の 原価 企 画 の 現 状 に お い

て ， 製 品 コ ン セ プ トの 実現 とい う目標 が コ ス ト，品 質，納期に 比 べ て ，視 野 外 に置か れることで ，開発 当

初 に提 示された製品 コ ン セプ トを体現し得ない 新製品 開発活動 が展 開され て い るとす れ ば ， 原価 企 画

の 新たな逆機能 とい える，こ の 点 に っ い て も追加 的調査 が必 要で ある．

　以 上
， 分析結果と解釈 につ い て 要約するとともに ， 今後 の 課 題に つ い て 整理 した．調査 ・分析の 結果 ，

い くっ か の 経 験 的証拠 を得ることができたと同 時 に，さらなる研究課題も生 じてきた ，これ らの 課題 に つ

い て は，稿を改 めて 取り組 む こ とにする，
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注

t
原価企画研 究文献 につ い て は，日本会計研究学会 （1996），田中 （1995）および 門 田 （1994＞の 巻末リス ト

に，原価企画研究 の文献サーベ イに っ い て は吉 田 （2000）に示 され て い る．
il

概念整理 の 詳細 につ い て は吉田 （1998）に示 され て い る，
皿

バ ー
ン ア ウトとは 「過度で 持続 的なス トレ ス に対 処できず に ， 張りっ め て い た 緊張が緩み ，意欲が急速に萎

え て しまっ たときに表 出される極度の 身体疲労と感情の 枯渇に 関する症状 （田尾 ， 1991 ， 55 頁）」， 情緒 的

消耗感とは 「自身の 仕事 に心身 ともに疲れ果て，もう何もしたくない 感情 （同 76 頁）」，個人的達成感の 後退

とは ，
「仕事に対する得意や達成感に関する感情で あり，

バ ー
ン アウトにかか ると， で きない

， できそうにもな

いとい う気持ちになる（同 76 頁）」，脱人 格化とは，ヒュ
ーマ ンサービ ス におい ては対峙する 「人たちに対する

無情な ， あるい は 人 間性 を欠くような感 情や行動 （同 76 頁）」と定義 される．
’V

ツ ール の有効性は ，各ツ ール が原価低減の ため にどの 程 度有効で あっ たか を「1 全く有効でなか っ た 」か

ら「5 非 常に有効で あっ た 」の 5点 尺 度により測 定 ，またツ
ー

ル の 理解度 は 「1 全 く理解して い なか っ た 」か ら

「5 十分 に理解 して い た 」の 5点尺 度 により測 定．
v
楠 木他 （1995）の 調査にお い ては ，

「開発 効率」を「開発 コ ス ト」，
「開発 投 資効 率」，「開発リ

ー
ドタイム 」，

「生 産 へ の 移行 の 迅 速 さ」， 製 品 品質を 「製品 市場化 の 時 間 的先 行 性 」，「製品 の コ ス トダウン 」，
「機能 ・品質

の 完成度 の 向上 」，
「要素技 術レ ベ ル の 改良」とい う下位 変数の 加 重 平均 により測 定して い る．

vi 「原価 企画 教育内容 」は，基 本理 念 （3問），手続き（2 問），ツ ール （16 問）に っ い て 設 問した．「ツール の

利 用率」は ， 表 1 に示 すツ
ー

ル 類 に つ い て ，設計担 当エ ン ジ ニ ア に対する質 問票に基 づ き， 相対的に 評 価 し

た．
WU

質問票 にお い て 「構想段階とは ， 製品単位の 設 計 目標 （例 ：製品機能 ， 品質 ，
コ ス トなど の 設 計対象に 関

する 目標）が設 定され て 以後 ，実際に試 作図面を作成し始め る まで の期 間を指し，設計段 階とは，実際に設

計 ・試作を繰り返 し正 式 図面 が 作成され るまで の 期間を指します 」と定義し，冒頭 に示 し た ．
「 u

但し， リトル ・ツール ズ社 につ い ては，目標原価達成 ・未達 事例 問 の 区 分 の 妥 当性 に疑 問が生じたため，

第2 の 分 析 か らは 除外 して い る．
・m 独 立 変 数に つ い て は ， 質 問調 査 票 の 各イン ディケ

ー
タを ， 組 織能力 の 3 つ の レ イヤ

ー
ごとに主 成 分分析 を

行 うこ とで ， イン ディ ケ
ー

タの 信 頼 性 の 検討を実施 した ，そ の 結 果得られ た各イン デ ィケ
ー

タの 因子 負 荷 量 の

相対的に 高い 集 約因子 （2から7個）を独 立 変数として 用い た，

　 また 3っ の レ イヤ
ー

の 組織能力す べ てを独 立 変数とするフル モ デル の 回帰分 析に先立 ち，ひ とつ の レ イヤ

ー
の 組織 能 力 の みを独 立 変数とした 回帰 分 析も試 みたが ，フ ル モ デ ル による回 帰分析 の 方が，決定係数も

高く， より多くの 関係 を確 認す るこ とが で きた ．

51

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管 理 会 計学 　第 10 巻 第 1号

x 「社外連携 」は，サプライヤ
ー

企 業とアセ ン ブリー企 業との 「共通 の 目的意識 jお よび 「情報共有 」とい う2つ

の イン ディ ケータを用 い て 測定した．
Xi 「部品共通化 目標 の 明確さ」，「設計 目標 の 優先順 位の 規定 」および 「設定 目標原価 の 管理 可能性 」とい

う3っ の イン デ ィケ
ー

タが 高い 因子 負荷量を示 した 因子 ，
ni 「ジ ョブ ・ロ ーテーシ ョ ン 」および 「オ ン ・ザ ・ジ ョブ の 知識 習得」の 2 つ の イン ディケ

ー
タが高い 因子負荷量を

示した因 子 ，
血 VE 社で も，

「開発 リ
ー

ドタイム 」に対 する 「社外 連携」の 負 の 効果を確認 した ．
Xiv

表 6で は，表記 の 統
一

の ため 「過度の ツ
ー

ル 依存か らの 自律 （逆尺 度）」とい う表現を用 い たが ， 質 問票 で

は 「さまざまなツ ール やデータベ ース に頼るあまり，自分 自身の 創造性が発揮で きなか っ た 」と設 問して い る，
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